
法務省司司第３４６号

令和４年６月１７日

日本司法支援センター評価委員会

委員長 長谷部 由起子 殿

法務大臣 古 川 禎 久

（ 公 印 省 略 ）

日本司法支援センターの第４期中期目標期間に係る積立金の繰越しの

承認について（求意見）

標記について、日本司法支援センターから、総合法律支援法（平成１６年

法律第７４号）第４６条第１項の規定による承認の申請があったところ、こ

れを承認したいので、同条第３項の規定により、日本司法支援センター評価

委員会の意見を求めます。



司 支 財 第 1 3 号  

令和４年６月 15 日  

 
法務大臣 古川 禎久 殿  

 
 日本司法支援センター   
  理事長  丸 島 俊 介  

（ 公 印 省 略 ）  
 
 

承認申請書  
 

令和３年度末一般勘定積立金のうちの下記金額を、次の中期目標期間に

おける業務の財源に充てることについて、ご承認くださいますようお願い

します。  
 
 

記  
 

承認を受けようとする金額   ：107,945,632 円  
 

財源に充てようとする業務の内容：  
棚卸資産及び前払費用の簿価相当額への充当  

         
 

添付書類  
 

１．令和３年度貸借対照表  
 

２．令和３年度損益計算書  
 

３．承認を受けようとする金額の計算の基礎を明らかにした書類  



一般勘定 （単位:円）
資産の部

流動資産
現金及び預金 8,243,792,356
貯蔵品 5,785,088
前払費用 102,160,544
未収金 426,096,267

貸倒引当金 △ 292,100,519 133,995,748
民事法律扶助立替金 28,085,348,625

貸倒引当金 △ 20,081,197,863 8,004,150,762
賞与引当金見返（注） 335,339,596

流動資産合計 16,825,224,094
固定資産

有形固定資産
建物 1,082,514,560

建物減価償却累計額 △ 710,893,829 371,620,731
工具器具備品 354,537,661

工具器具備品減価償却累計額 △ 208,556,828 145,980,833
有形固定資産合計 517,601,564

無形固定資産
電話加入権 10,952
ソフトウェア 1,055,629,575

無形固定資産合計 1,055,640,527
投資その他の資産

長期性預金 200,000,000
破産更生債権等 10,943,645,449

貸倒引当金 △ 10,943,645,449 0
敷金・保証金 163,179,569
退職給付引当金見返（注） 2,499,111,495

投資その他の資産合計 2,862,291,064
　　固定資産合計 4,435,533,155
　　　　資産合計 21,260,757,249

負債の部
流動負債

預り寄附金（注） 29,147,755
未払金 3,567,013,000
未払費用 4,849,917
前受金 128,541,916
預り金 253,192,897
リース債務 171,469,231
引当金

賞与引当金 335,339,596
流動負債合計 4,489,554,312

固定負債
資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 9,107,422,374
資産見返物品受贈額（注） 804,875 9,108,227,249

長期預り寄附金（注） 44,886,956
長期リース債務 31,834,639
引当金

退職給付引当金 2,499,111,495
資産除去債務 200,762,843

固定負債合計 11,884,823,182
　　負債合計 16,374,377,494

純資産の部
資本金

政府出資金 351,000,000
資本金合計 351,000,000

資本剰余金
資本剰余金 552,204,246

資本剰余金合計 552,204,246
利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 10,479,693
積立金 644,530,557
当期未処分利益 3,328,165,259
（うち当期総利益） （ 3,328,165,259 ）

利益剰余金合計 3,983,175,509
純資産合計 4,886,379,755
　　負債及び純資産合計 21,260,757,249

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸   借   対　 照　 表
（令和４年３月３１日）



一般勘定 （単位：円）

経常費用

業務費

契約弁護士報酬 2,523,924,136

人件費 4,732,335,592

貸倒引当金繰入額 3,464,113,117

貸倒損失 944,601,627

減価償却費 50,881,919

その他 401,567,623 12,117,424,014

一般管理費

人件費 1,371,137,126

不動産賃借料 1,112,529,334

業務委託費 479,919,830

通信運搬費 194,555,924

広告宣伝費 432,475,072

減価償却費 508,439,227

その他 606,072,208 4,705,128,721

財務費用

支払利息 5,388,182 5,388,182

経常費用合計 16,827,940,917

経常収益

運営費交付金収益（注） 13,201,954,834

民事法律扶助事業収益 489,508,733

有償受任事業収益 209,135,099

日弁連受託事業収益 808,042,048

その他事業収益 26,524,976

寄附金収益（注） 61,917,088

資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金戻入（注） 4,453,591,320

資産見返物品受贈額戻入（注） 559,372 4,454,150,692

賞与引当金見返に係る収益（注） 335,339,596

退職給付引当金見返に係る収益（注） 508,347,464

財務収益

受取利息 144,646 144,646

雑益 61,041,000

経常収益合計 20,156,106,176

経常利益 3,328,165,259

当期純利益 3,328,165,259

当期総利益 3,328,165,259

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書
(令和３年４月１日～令和４年３月３１日）



棚卸資産及び前払費用の簿価相当額への充当

（単位：円）

費　目 内　容
令和３年度末残高
（一般会計・繰越分）

　棚卸資産（貯蔵品） 　郵券等 5,785,088

　前払費用 　事務所賃借料等 102,160,544

計 107,945,632

３．承認を受けようとする金額の内訳表


